〔要　求〕
	７．労働基本権の確立

⑴　2018年６月、結社の自由委員会が、日本の公務員が長年にわたり労働基本権が著しく制限されていることについて、日本政府に対し11度目の勧告を行った経過を踏まえ、労働基本権の確立をはじめとする以下の事項の実現にむけて、政府や国会へ働きかけること。
①　争議権を法律で保障すること。

②　「職員団体のための職員の行為の制限」（役員の専従制限条項）を撤廃すること。

③　消防職員などすべての官公労働者に団結権や協約締結権を保障すること。

⑵　組合役員の人事異動にあたっては事前協議制を確立すること。
⑶　管理職員の範囲はＩＬＯ87号条約の精神に基づき、不当な拡大を行わないこと。また、団体交渉事項とすること。


〔解　説〕
⑴　1982年の勧告未実施、値切りの教訓から私たちは労働基本権の回復を基本要求として堅持し、当面の中期目標として、ＩＬＯ151号144号条約批准「団体交渉による賃金及び労働条件決定制度」を要求し、対政府交渉課題に位置づけます。このため、対自治体交渉では、上記項目の要求の正当性を認めさせるとともに、政府、国会に対する要請書の提出を求めます。公務員連絡会は、連合および構成組織が重視している条約を批准していくための作業手順やプロセスについて、連合と政府の間で新たな話し合いを開始するよう求め、そのなかで144号条約の批准を最優先課題に位置づけさせ、批准のための条件づくりを官民共同で行うこととしています。そして、公務関係の最優先課題である151号条約については、こうした官民共同の取り組みのなかで、社会的課題として浮上させ、批准にむけた合意形成を進めます。
	第151条（公務労働関係）の趣旨
	公務員の団結権、雇用条件の決定手続きなどを定めた基本的条約。官公労働者の労働基本権回復と労働条件向上のために批准が必要である。

	第144条（三者構成）の趣旨
	ＩＬＯ条約・勧告の理念を実現するために、各国において政労使による三者協議を求めた基本的条約。ＩＬＯ事務局長より批准の要請も行われている。


⑵　民主党政権下で自律的労使関係の措置を含む国家公務員制度改革関連４法案・地公関連２法案の閣議決定・国会提出に至ったことは、日本の公務労使関係史上、画期的なものとして積極的に評価できるものでした。

　衆議院の解散にともない廃案となりましたが、自公政権下においても2000年以降７つの審議会等で公務員の労働基本権のあり方が議論されていること、また、基本法は旧自公政権のもと、当時の民主党との修正協議によって成立したものであること、さらに、この流れのもとに国公関連４法案と地公関連２法案を政府として閣議決定したということであり、この議論の流れを無視することはできません。

　内閣人事局の設置等を盛り込んだ公務員制度改革法案が自公政権のもと186通常国会で可決・成立しました。自律的労使関係の措置が盛り込まれなかったことは不満ではありますが、当時の民主党と自民・公明与党との協議の中で①法案を修正し、附則において2016年までに国家公務員の定年の段階的引き上げ検討を規定する、②自律的労使関係制度について職員団体との合意形成に努めることを附帯決議に盛り込む、③級別定数に関する確認を行う、などの修正合意に至ったことは当時の政治情勢を考えれば評価できます。引き続き、自治労本部・公務労協に結集し、国会対策を強めていく必要があります。

　また、一方で北海道ではピーク時に約６割の自治体で独自の賃金削減が実施され、国家公務員についても2012年４月から２年間、給与の臨時特例削減が行われ、政権の意向を受けた「給与制度の総合的見直し」を勧告するなど人勧制度がすでに本来の代償機能を喪失していることは明らかであり、新制度への転換は、自公政権としても避けて通れない状況にあるとの認識に立ち、引き続き取り組みを進めていく必要があります。

⑶　一般の公務員は団結権を認められていますが、交渉権、ストライキ権は認められていません。特に、消防は団結権さえ認められていません。道内では59の地域単位、2,485人の会員で消防職員協議会(研究会)をつくっておりますが、組合ではないため、使用者側に要望を出しても、任意団体であるために非常に弱い立場にあります。生命に関わる職場であり、24時間の拘束時間、ハラスメント、広域化にともなう救急体制、装備品など課題は山積していますが、労働者側からそれらを交渉する法的な根拠がありません。こうしたなかで、2018年６月には結社の自由委員会報告がＩＬＯ理事会で承認され、日本政府に対し11度目の勧告を行いました。特に消防職員等への団結権・団体交渉権の付与にむけて、日本政府は労働側との定期的な意見交換の場を設けることなどを国際的に約束しましたが、その労働側に消防協が該当するかなどの課題もあります。この勧告を足がかりに、労働基本権の確立を、権利闘争の最重要課題と位置づけ、法改正にむけて世論形成をはかりつつ、連合・公務労協・自治労本部に結集を強め取り組みを継続します。
⑷　人事異動・管理職範囲の指定について、管理運営事項として、一方的発令を行う事例がまだ多くあります。しかし、組合の団結にかかる事項は、あくまでも団体交渉事項であり、とりわけ、組合役員（執行部、支部、分会役員、補助組織含め）の一方的配転によって、組合活動の弱体化がもたらされることになります。
⑸　また、管理職範囲の拡大は、組合の団結権破壊であり、一方的な拡大を阻止していくことが大切です。このため、人事異動の事前協議制、管理職範囲の厳密な運用を求め協定確認書の取り交わしを求めます。

	人事異動に関する労使協定モデル（協定内容のポイント）
①　人事異動にあたっては民主的に本人と話し合いをする。

②　異動にあたり本人の住宅と勤務先との関係を十分考慮する（職・付近接の原則）

③　組合規則に定められた「組合役員」については組合と事前協議する。
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